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１．はじめに

⚫ 原子力災害時オンサイト医療に係る取り組み状況については、第10回原子力災
害対策中央連絡会議（令和4年3月28日）でご報告。事業者は、ロードマップ
に従い引き続き検討を進めることとした。

⚫ 以降、事業者はロードマップに従い検討を進めており、本日は以下の項目に関する
進捗状況をご報告させて頂く。

・事故発生後 長期間に亘る医療スタッフ常駐体制の実現
（医療スタッフ拡充に向けた事業者対応状況）

①医療スタッフ派遣に関する契約

②医療関係団体からの常駐支援検討

③オフサイト医療体制への影響回避

・更なる派遣候補者拡充に向けた教育・研修の実績

・原子力災害時オンサイト医療に係る訓練実績

⚫ これまでの課題事項の検討状況を踏まえ、2023年度以降のロードマップの一部見
直しを行うことをご報告する。
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3第10回中央連絡会議（2022年3月28日）における指摘事項と検討状況

①医療従事者との契約は医療機関との組織的な連携を図ることも重要である。
②ロードマップについて取組を加速化、目標達成までの期間を短縮すること。

⇒本日資料にてご提示（ページ５～8）

⇒国内の各サイトで発災した際のサイトにおける医療対応の常駐支援へのご意見・ご協力について
医療関係団体と相談を実施中、本日ロードマップへの反映内容をご提示

⇒オンサイト医療体制構築委員会に事業者の検討状況を報告し意見照会

③医療従事者の確保について、電力会社の企業立病院も積極的に関与すべき。

⇒本日資料にてご提示（ページ9～11）
2022年度開催の教育・研修及び国原子力防災訓練に電力病院の関係者が参画
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主要課題に係るロードマップ（全体像）

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

①事故後1ヵ月程度の医療スタッフ常駐体制確保

1ヵ月間 医療スタッフ派遣に関する契約（2020年度～継続）

【Goal】医療スタッフ交替要員拡充

実施機関選定
実施内容・対象者検討

派遣候補者 教育・研修実施
（2022年度下期～ 原則、毎年度1回実施）

テキスト準備
教育実施準備

派遣候補者との契約方法検討（2023年度～）
【Goal】派遣候補者リストの拡充（2024年度～）

災害医療枠組み
知見収集

ネットワーク概要整理
(各関係箇所との関係・役割整理)

各役割を担当する
機関検討

災害時対応協議

平常時／災害時
運用整理

継続的な医療スタッフ拡充検討

全サイトにおけるオンサイト医療訓練実施（2021年度～）

国訓練におけるオンサイト医療訓練実施 ※実効性向上に向けた検討課題を適宜反映（2019年度～）

③実効性検証および継続的改善

派遣候補者の
拡充

ネットワーク
の整備

【Goal】
ネットワーク
の整備完了

オンサイト医療対応及び
実派遣に対する理解獲得

②事故後1ヵ月程度以降の医療スタッフ常駐体制確保

本日進捗状況をご説明

※第10回中央連絡会議資料を抜粋し追記



事故発生後 長期間に亘る医療スタッフ常駐体制の実現
（医療スタッフ拡充に向けた事業者対応状況）
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事故発生後 長期間に亘る医療スタッフ常駐体制の実現
（医療スタッフ拡充に向けた事業者対応状況）
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①医療スタッフ派遣に関する契約

発災後速やかに発災したサイトに向かい、ERの対応（発災から１か月間が当⾯の目
途）を開始する、原子力安全研究協会医療スタッフを拡充した。

（救急救命対応要員3名⇒4名）

②医療関係団体からの常駐支援検討

原子力災害後、これまでに整備した原子力安全研究協会医療スタッフによる常駐体
制に加え、長期間に亘り安定的に医療スタッフが常駐する体制を構築するため、国内の
各サイトで発災した際のサイトにおける医療対応の常駐支援へのご意見・ご協力につ
いて、医療関係団体にご相談しているところ。

今後、医療関係団体の先⽣方に、ご相談事項を説明してご意見を頂き、頂いた
意見に対する検討を進め、2023年度中を目途に具体的な対応を明確にする。

また、救急・災害医療と並び、産業医学・予防医学等の専⾨家の医療者、医師
以外の業種ともネットワーク構築について関係機関と調整していく。



事故発生後 長期間に亘る医療スタッフ常駐体制の実現
（医療スタッフ拡充に向けた事業者対応状況）
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③オフサイト医療体制への影響回避

オンサイト医療とオフサイト医療のそれぞれが必要な機能を果たすため、オフ
サイト医療が被災地域の原子力災害拠点病院および原子力災害医療協力機関を中
心に機能することに配慮し、オンサイトの緊急医療室に派遣する医師は、発災後
当面の間は、被災地域の原子力災害拠点病院および原子力災害医療協力機関以外
の所属医師より派遣することを前提とする。



8【改定方針】主要課題に係るロードマップ（全体像）

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

①医療スタッフ常駐体制の確保・拡充

A:医療スタッフ派遣に関する契約締結(発災直後～1ヵ月程度／医師、救急救命対応要員)

実施機関選定
実施内容・
対象者検討

テキスト
等準備

▽契約締結
(医師2,救急3）

C:派遣候補者の拡充(発災直後～／医師(労働衛⽣、産業保健)、医療スタッフ(看護師、保健師)

B:【新規】医療関係団体の常駐支援(発災直後～／医師(救急)

各医療機関へ
協力要請打診

支援体制整備完了

派遣候補者 教育・研修実施

派遣契約体制
整備完了

②ネットワークの整備

災害医療枠組み
知見収集

ネットワーク
概要整理

平常時／災害時運用検討

③実効性検証および継続的改善

オンサイト医療訓練実施
（全サイト）

▽契約締結
（医師2→3,救急3）

▽契約締結
（医師3、救急3→4）

全国展開
に係る
提案作成

医療関係
団体への
相談

各医療機関へ
協力要請打診

以降、継続的に派遣スタッフ拡充を検討

オンサイト医療訓練実施
（全サイト）



更なる派遣候補者拡充に向けた教育・研修の実績

9



研修実施結果 10

１．開催日時・開催方法、場所

（１）講義

2022年12月 2日（金） 9:00～17:00 web開催

（２）実習・施設見学

2022年12月19日（月）9:00～16:30 島根原子力発電所

２．研修受講者・講師

各原子力事業者が、電力会社関係病院及び各原子力事業者と関係する医師・看護師等に対

して募集し、今年度は、オフサイトの原子力災害医療に携わる機関に所属する方を対象外と

した。原子力安全研究協会の２名が講師を担当した。

① 座学：39名（申込者数）：医師7名、看護師・保健師18名、ロジ等14名

② 実習、施設見学：10名 ：医師4名、看護師・保健師6名

（内訳 電力病院：医師１名 看護師2名

事業者 ：産業医３名 看護師１名 保健師３名）

個人線量計、サーベイメータの実習 防護服の装着、全⾯マスクの着脱汚染傷病者の衣類の脱衣 傷口の除染
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実習受講者の10名（医師4名、看護師・保健師6名）を対象に、原子力災害時に発災サイ
トで活動するオンサイト医療スタッフとしての派遣候補者名簿への登録について意向を調査
した結果、10名中６名から「同意する」という回答が得られ、候補者を拡充することがで
きた。

2022年度オンサイト医療教育・研修 受講者意向調査結果

意向調査結果

受講者数 同意 同意せず 未回答

医師 4 3 1 0

看護師 3 2 1 0

保健師 3 1 0 2

合計 10 6 2 2

主な理由・ご意見
（同意）
・ただし、被ばくの専⾨性を特に持たないため、発災から２週間以内の派遣には応えられな

い可能性あり。
・サイトへの移動手段については、役に立てると考えている。

（同意せず・未回答）
・救急対応の経験に乏しいため
・所属組織から要請があれば可。個人としては同意できます。
・上長との相談の上決定したい。



原子力災害時オンサイト医療に係る訓練実績
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➢ 2022年度における原子力災害時オンサイト医療に係る訓練は、要員の力量維持・向上、体

制や手順の改善を図るため、2021年度実施事項をベースとし、2021年度訓練における気づ

き事項等を踏まえて策定した訓練計画に沿って実施した。

表 原子力災害時のフェーズと訓練内容

時間軸 2022年度訓練内容

フェーズ１
【初動対応】

発災
～10条特定事象発生
（派遣要請まで）

○原安協と連携した通信訓練
・原子力災害情報共有
・医療スタッフ派遣要請

フェーズ２
【派遣開始／体制確立】

10条特定事象発生後
～医療チーム常駐開始

○医療スタッフ入構手続きのための情報連携
○原子力災害時に常駐する医療スタッフによる現場確認（受入手順、体制）
○原子力災害時に常駐する医療スタッフによる事故時の交通状況を想定した
移動ルート検討および走行訓練

フェーズ３
【医師常駐初期／中期体制】

医療チーム常駐後
1ヵ月以内程度

○原子力災害医療訓練（実動での傷病者対応訓練）

オンサイト医療に係る訓練実績
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実施事項

フェーズ１
・原子力安全研究協会へ情報共有・医療スタッフ派遣要請準備指示
・原子力安全研究協会への医療チーム派遣要請

訓練において使用した帳票（左：AL段階における情報共有、右： SE段階における派遣要請）

（参考）東北電力の実施状況

2022年度訓練実績（フェーズ１）



2022年度訓練実績（フェーズ２） 15

実施事項

フェーズ２
・医療スタッフのサイトへの移動支援
・医療スタッフの発電所入構のための手続き
・医療スタッフ受入及び受入後の体制構築

訓練において使用した帳票

（オンサイト医療チーム入構手続きのための情報連携）

オンサイト医療チームによる現場確認（女川）

事故時の交通状況を想定した移動ルート検討および走行訓練（女川）

（参考）東北電力の実施状況



2022年度訓練実績（フェーズ３） 16

実施事項

フェーズ３ ・傷病者対応（オフサイト側（医療機関、ERC、OFC等）との連携含む）

（処置室内から訓練開始） （汚染測定） （医療スタッフ到着） （処置の様子（除染））

（汚染部位の養生） （救急隊到着） （処置室から搬出） （救急車に搬入）

（参考）東北電力の実施状況

傷病者発生時の対応訓練の様子（女川）



2022年度訓練実績 17

・重傷者に対して搬送を優先し、汚染測定や除染を省略する判断が難しかった。
⇒（対応例）処置の手順や判断基準をマニュアルに反映のうえ、訓練を実施する。

・トリアージの正しい知識を養うことが必要と感じた。
・複数傷病者発生を想定し、トリアージタグ（赤黄緑）を使用した訓練とする必要がある。
⇒（対応例）研修会への参加による知識習得及び複数傷病者を想定した訓練を実施する。

・汚染区域傷病者が重症な場合、汚染区域内で放射線防護マスクの取外しが必要な場合も
考えられるので、取外しの必要性やタイミングを看護師と放管員で連携すべきであった。
⇒（対応例）対応者間での情報共有すべき事項等を整理し、マニュアルに反映のうえ、

訓練を実施する。

【主な課題】

【訓練実績】

・傷病者発生時の対応訓練をシナリオ非提示により実施したことにより、サイト内で傷病者が発
生した際における対応者の力量の維持・向上を図ることができた。

・傷病者発生時の対応訓練について、自社以外の第三者（関係医療機関や地元消防、原
子力安全研究協会等）により評価していただいたことにより、より専門的な観点で新たな改善
点（シナリオの段階的な複雑化、関係機関と連携した訓練の実施等）を抽出することができた。


